
臨時株主総会参考書類（別冊）

第１号議案

株式会社ロコガイドとの株式移転計画承認の件

別紙３

株式会社くふうカンパニー
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別紙３-①-１

株式会社くふうカンパニー 第１回新株予約権の内容

１. 新株予約権の内容

(1) 本新株予約権の目的である株式の種類及び数

　本新株予約権の目的である株式の種類は普通株式とし、本新株予約権１個につ

き目的である株式の数（以下「付与株式数」という。）は425株とする。

　なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数

を調整する。但し、かかる調整は、当該時点で未行使の本新株予約権の目的であ

る株式の数についてのみ行われるものとする。

調整後株式数 = 調整前株式数 × 分割・併合の比率

　上記のほか、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたとき

は、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとする。

　なお、本号の定めによる調整の結果生じる１株に満たない端数はこれを切り捨

てるものとする。

(2) 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、本新株予約権を行使

することにより交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額（以下「行

使価額」という。）に、付与株式数を乗じた金額とする。

　行使価額は、金295円とする。

　なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、行使価額を次の算式により

調整する。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

　また、当社が時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予

約権の行使による場合を除く。）を行う場合、行使価額を次の算式により調整す

る。

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

既発行株式数 ＋

新規発行

株式数
×

１株当たりの

払込金額

１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数
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　なお、上記の計算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数

から当社の保有する自己株式数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合に

は、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

　上記のほか、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、

合理的な範囲で付与株式数を調整するものとする。

　なお、本号の定めによる調整の結果生じる１円未満の端数はこれを切り上げる

ものとする。

(3) 本新株予約権を行使することができる期間

　2018年10月１日から2022年３月25日までとする。

(4) 本新株予約権の行使の条件

① 新株予約権者は、前号に規定する本新株予約権の行使期間にかかわらず、株

式会社オウチーノの株式が日本国内の証券取引所に上場された日から１年間

が経過するまでは本新株予約権を行使することができない。

② 新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時においても当社又は当社の不動

産関連事業領域に属する子会社若しくは関連会社（当初は、株式会社オウチ

ー ノ、 株 式 会 社 ス ペ ー ス マ ゼ ラ ン、 株 式 会 社 Seven Signatures

International（以下「SSI」という。）及びSSIの子会社とし、当社の取締役

会又は取締役会が認める社内機関の決定により、その範囲を変更することが

できるものとする。）の取締役、監査役または従業員の地位にあることを要す

る。但し、任期満了による退任、定年による退任・退職もしくは会社都合に

よりこれらの地位を失った場合その他当社の取締役会又は取締役会が認める

社内機関が正当な理由があると認めた場合については、この限りではない。

③ 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人がこれを行使すること

ができる。

④ 本新株予約権の譲渡、質入れその他一切の処分は、これを認めない。

⑤ 新株予約権者は、割当てを受けた本新株予約権の個数の一部につき、これを

行使することができる。但し、各本新株予約権の一部行使はすることができ

ない。

⑥ 新株予約権者は、権利行使に係る行使価額の年間（１月１日から12月31日ま

で）の合計額が1,200万円を超えることになる場合は、本新株予約権を行使す

ることはできない。

(5) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本

準備金に関する事項

① 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額

は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分

の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これを切上げるもの
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とする。

② 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金

の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から、上記①に定める増加する資

本金の額を減じた額とする。

(6) 譲渡による本新株予約権の取得の制限

　譲渡による本新株予約権の取得については、当社の承認を要するものとする。

(7) 本新株予約権の取得条項

① 新株予約権者が第４号に定める本新株予約権の行使の条件に該当しなくなっ

た場合または本新株予約権の全部または一部を放棄した場合、当社は、当社

が別途定める日に当該新株予約権を無償で取得することができる。

② 当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、もしくは当社が完全子

会社となる株式交換契約書承認の議案または株式移転の議案につき株主総会

で承認がなされたときは、当社は、当社が別途定める日に本新株予約権を無

償で取得することができる。

(8) 組織再編行為の際の本新株予約権の取扱い

　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分

割、株式交換または株式移転（以上を総称して、以下「組織再編行為」という。）

をする場合において、新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第

236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」とい

う。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付するものとする。但し、

以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、

新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画

において定めた場合に限るものとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

組織再編行為の効力発生時点において新株予約権者が保有する本新株予約権

の数と同一の数を交付する。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、第１号に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行

為の条件等を勘案のうえ調整した再編後の行使価額に、上記③に従って決定

される新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金

額とする。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

第３号に定める本新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再
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編行為の効力発生日のいずれか遅い日から、第３号に定める本新株予約権を

行使することができる期間の満了日までとする。

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資

本準備金に関する事項

第５号に準じて決定する。

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するもの

とする。

⑧ 新株予約権の取得条項

第７号に準じて決定する。

(9) 本新株予約権の行使により新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端

数がある場合には、これを切り捨てるものとする。

２. 本新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないこととする。

３. 本新株予約権の割当日

　 2018年10月１日

以上
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別紙３-①-２

株式会社くふうカンパニー 第３回新株予約権の内容

１. 新株予約権の内容

(1) 本新株予約権の目的である株式の種類及び数

　本新株予約権の目的である株式の種類は普通株式とし、本新株予約権１個につ

き目的である株式の数（以下「付与株式数」という。）は425株とする。

　なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数

を調整する。但し、かかる調整は、当該時点で未行使の本新株予約権の目的であ

る株式の数についてのみ行われるものとする。

調整後株式数 = 調整前株式数 × 分割・併合の比率

　上記のほか、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたとき

は、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとする。

　なお、本号の定めによる調整の結果生じる１株に満たない端数はこれを切り捨

てるものとする。

(2) 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、本新株予約権を行使

することにより交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額（以下「行

使価額」という。）に、付与株式数を乗じた金額とする。

　行使価額は、金295円とする。

　なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、行使価額を次の算式により

調整する。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

　また、当社が時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予

約権の行使による場合を除く。）を行う場合、行使価額を次の算式により調整す

る。

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

既発行株式数 ＋

新規発行

株式数
×

１株当たりの

払込金額

１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数
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　なお、上記の計算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数

から当社の保有する自己株式数を控除した数とし、自己株式の処分を行う場合に

は、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

　上記のほか、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、

合理的な範囲で付与株式数を調整するものとする。

　なお、本号の定めによる調整の結果生じる１円未満の端数はこれを切り上げる

ものとする。

(3) 本新株予約権を行使することができる期間

　2021年10月１日から2022年３月25日までとする。

(4) 本新株予約権の行使の条件

① 新株予約権者は、前号に規定する本新株予約権の行使期間にかかわらず、株

式会社オウチーノの株式が日本国内の証券取引所に上場された日から１年間

が経過するまでは本新株予約権を行使することができない。

② 新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時においても当社又は当社の不動

産関連事業領域に属する子会社若しくは関連会社（当初は、株式会社オウチ

ー ノ、 株 式 会 社 ス ペ ー ス マ ゼ ラ ン、 株 式 会 社 Seven Signatures

International（以下「SSI」という。）及びSSIの子会社とし、当社の取締役

会又は取締役会が認める社内機関の決定により、その範囲を変更することが

できるものとする。）の取締役、監査役、執行役または従業員の地位にあるこ

とを要する。但し、任期満了による退任、定年による退任・退職もしくは会

社都合によりこれらの地位を失った場合その他当社の取締役会又は取締役会

が認める社内機関が正当な理由があると認めた場合については、この限りで

はない。

③ 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人がこれを行使すること

ができる。

④ 本新株予約権の譲渡、質入れその他一切の処分は、これを認めない。

⑤ 新株予約権者は、割当てを受けた本新株予約権の個数の一部につき、これを

行使することができる。但し、各本新株予約権の一部行使はすることができ

ない。

⑥ 新株予約権者は、権利行使に係る行使価額の年間（１月１日から12月31日ま

で）の合計額が1,200万円を超えることになる場合は、本新株予約権を行使す

ることはできない。

(5) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本

準備金に関する事項

① 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額

は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分
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の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これを切上げるもの

とする。

② 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金

の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から、上記①に定める増加する資

本金の額を減じた額とする。

(6) 譲渡による本新株予約権の取得の制限

　譲渡による本新株予約権の取得については、当社の承認を要するものとする。

(7) 本新株予約権の取得条項

① 新株予約権者が第４号に定める本新株予約権の行使の条件に該当しなくなっ

た場合または本新株予約権の全部または一部を放棄した場合、当社は、当社

が別途定める日に当該新株予約権を無償で取得することができる。

② 当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき、もしくは当社が完全子

会社となる株式交換契約書承認の議案または株式移転の議案につき株主総会

で承認がなされたときは、当社は、当社が別途定める日に本新株予約権を無

償で取得することができる。

(8) 組織再編行為の際の本新株予約権の取扱い

　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分

割、株式交換または株式移転（以上を総称して、以下「組織再編行為」という。）

をする場合において、新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第

236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」とい

う。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付するものとする。但し、

以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、

新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画

において定めた場合に限るものとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

組織再編行為の効力発生時点において新株予約権者が保有する本新株予約権

の数と同一の数を交付する。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、第１号に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行

為の条件等を勘案のうえ調整した再編後の行使価額に、上記③に従って決定

される新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金

額とする。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間
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第３号に定める本新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再

編行為の効力発生日のいずれか遅い日から、第３号に定める本新株予約権を

行使することができる期間の満了日までとする。

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資

本準備金に関する事項

第５号に準じて決定する。

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するもの

とする。

⑧ 新株予約権の取得条項

第７号に準じて決定する。

(9) 本新株予約権の行使により新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端

数がある場合には、これを切り捨てるものとする。

２. 本新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないこととする。

３. 本新株予約権の割当日

　 2021年10月１日

以上
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別紙３-②-１

株式会社くふうカンパニー 第３回新株予約権の内容

１. 新株予約権と引換えに払い込む金銭

　 本新株予約権と引換えに金銭の払い込みを要しない。

２. 新株予約権の内容

(1) 新株予約権の目的である株式の種類及び数

　本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」とい

う。）は、当社普通株式4.25株とする。１株未満の端数の計算方法については、

新株予約権者が同時に行使した新株予約権の数に付与株式数を乗じた結果生じる

１株未満の数のみを端数とし、これを切り捨てるものとする。

　なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株

式の無償割当てを含む。以下同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式によ

り調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時

点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、１

株未満の端数の計算方法及び処理方法については、上記と同様とする。

調整後付与株式数 = 調整前付与株式数 × 分割（または併合）の比率

　また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減

少を行う場合その他これらの場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合に

は、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるものとし、１株未満の端数

の計算方法及び処理方法については、上記と同様とする。

(2) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額または算定方法

　本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株当たりの払込金額

（以下、「行使価額」という。）に、付与株式数を乗じた金額とする。

　行使価額は、金576円とする。

　なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、

次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割（または併合）の比率

　また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額

で新株の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株
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の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株式の移転の場合を除

く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げ

る。

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

既発行株式数 ＋

新規発行

株式数
×

１株当たり

払込金額

新規発行前の１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

　なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済

株式総数から当社普通株式にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普

通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分す

る自己株式数」に読み替えるものとする。

　さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、

会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする

場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うことができるも

のとする。

(3) 新株予約権を行使することができる期間

　本新株予約権を行使することができる期間（以下、「行使期間」という。）は、

2019年４月１日から2025年９月14日までとする。

(4) 増加する資本金及び資本準備金に関する事項

① 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額

は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分

の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を

切り上げるものとする。

② 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金

の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から、上記①に定める増加する資

本金の額を減じた額とする。

(5) 譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を

要するものとする。

(6) 新株予約権の行使の条件

① 新株予約権者は、下記(a)、(b)または(c)に掲げる各条件を充たした場合、各

新株予約権者に割り当てられた本新株予約権のうち、それぞれ定められた割

合（以下、「行使可能割合」という。）の個数を上限として、当該条件を最初

に充たした期の決算期から３ヶ月経過後の翌月１日から行使することができ

る。なお、行使可能な新株予約権の数に１個未満の端数が生じる場合は、こ
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れを切り捨てた数とする。

(a) 2018年12月期または2019年12月期のうち、いずれかの期においてEBITDA

が３億円超である場合 行使可能割合：10%

(b) 2018年12月期乃至2022年12月期のうち、いずれかの期においてEBITDAが

６億円超である場合 行使可能割合：60%

(c) 2018年12月期乃至2022年12月期のうち、いずれかの期においてEBITDAが

10億円超である場合 行使可能割合：100％

② 上記におけるEBITDAは、当社の不動産関連事業領域に属する子会社若しくは

関連会社（当初は、株式会社オウチーノ、株式会社スペースマゼラン、株式

会社Seven Signatures International（以下「SSI」という。）及びSSIの子会

社とし、当社の取締役会又は取締役会が認める社内機関の決定により、その

範囲を変更することができるものとする。以下、本号及び次号において同様

とする。）の連結損益計算書（連結損益計算書を作成していない場合又は連結

の範囲に含まれない会社がある場合には、各会社の個別損益計算書を基礎と

し、各会社相互間の取引高の相殺消去及び未実現損益の消去等の処理を行っ

て作成するものをいう。また、監査法人又は公認会計士による任意監査又は

当該監査法人若しくは公認会計士との間で合意された手続を実施したものに

限る。以下、本号において同様とする。）における営業利益に、連結損益計算

書に記載された減価償却費及びのれん償却額を加算した額をいうものとする。

なお、適用される会計基準の変更等により参照すべきEBITDAの計算に用いる

各指標の概念に重要な変更があった場合には、当社は合理的な範囲内におい

て、別途参照すべき適正な指標及び数値を取締役会にて定めるものとする。

新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社の不

動産関連事業領域に属する子会社若しくは関連会社の取締役または従業員で

あることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な

理由があると取締役会または取締役会が認める社内機関が認めた場合は、こ

の限りではない。

③ 新株予約権の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

④ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発

行可能株式総数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行

うことはできない。

⑤ 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

３. 新株予約権の割当日

　 2018年10月１日
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４. 新株予約権の取得に関する事項

(1) 当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割

契約もしくは分割計画、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株

式移転計画についての株主総会の承認（株主総会の承認を要しない場合には取締

役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をも

って、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

(2) 新株予約権者が権利行使する前に、上記2.(6)に定める規定により本新株予約権

の行使ができなくなった場合は、当社は新株予約権を無償で取得することができ

る。

５. 組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、

株式交換または株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行

う場合において、組織再編行為の効力発生日に新株予約権者に対し、それぞれの

場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、

「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付する

こととする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する

旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契

約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

　新株予約権が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記2.(1)に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行

為の条件等を勘案のうえ、上記2.(2)で定められる行使価額を調整して得られる

再編後行使価額に、上記5.(3)に従って決定される当該新株予約権の目的である

再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

　上記2.(3)に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いず

れか遅い日から上記2.(3)に定める行使期間の末日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準

備金に関する事項

　上記2.(4)に準じて決定する。
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(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認

を要するものとする。

(8) その他新株予約権の行使の条件

　上記2.(6)に準じて決定する。

(9) 新株予約権の取得事由及び条件

　上記4に準じて決定する。

(10) その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

６. 新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項

　当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。

以上

― 14 ―

2021年06月09日 15時54分 $FOLDER; 14ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



別紙３-②-２

株式会社くふうカンパニー 第４回新株予約権の内容

１. 新株予約権と引換えに払い込む金銭

　本新株予約権と引換えに金銭の払い込みを要しない。

２. 新株予約権の内容

(1) 新株予約権の目的である株式の種類及び数

　本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」とい

う。）は、当社普通株式4.25株とする。１株未満の端数の計算方法については、

新株予約権者が同時に行使した新株予約権の数に付与株式数を乗じた結果生じる

１株未満の数のみを端数とし、これを切り捨てるものとする。

　なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株

式の無償割当てを含む。以下同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式によ

り調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時

点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、１

株未満の端数の計算方法及び処理方法については、上記と同様とする。

調整後付与株式数 = 調整前付与株式数 × 分割（または併合）の比率

　また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減

少を行う場合その他これらの場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合に

は、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるものとし、１株未満の端数

の計算方法及び処理方法については、上記と同様とする。

(2) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額または算定方法

　本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株当たりの払込金額

（以下、「行使価額」という。）に、付与株式数を乗じた金額とする。

　行使価額は、金576円とする。

　なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、

次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割（または併合）の比率

　また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額

で新株の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株
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の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株式の移転の場合を除

く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げ

る。

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

既発行株式数 ＋

新規発行

株式数
×

１株当たり

払込金額

新規発行前の１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

　なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済

株式総数から当社普通株式にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普

通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分す

る自己株式数」に読み替えるものとする。

　さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、

会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする

場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うことができるも

のとする。

(3) 新株予約権を行使することができる期間

　本新株予約権を行使することができる期間（以下、「行使期間」という。）は、

2021年10月１日から2025年９月14日までとする。

(4) 増加する資本金及び資本準備金に関する事項

① 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額

は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分

の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を

切り上げるものとする。

② 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金

の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から、上記①に定める増加する資

本金の額を減じた額とする。

(5) 譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を

要するものとする。

(6) 新株予約権の行使の条件

① 新株予約権者は、下記(a)、(b)または(c)に掲げる各条件を充たした場合、各

新株予約権者に割り当てられた本新株予約権のうち、それぞれ定められた割

合（以下、「行使可能割合」という。）の個数を上限として、当該条件を最初

に充たした期の決算期から３ヶ月経過後の翌月１日から行使することができ

る。なお、行使可能な新株予約権の数に１個未満の端数が生じる場合は、こ
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れを切り捨てた数とする。

(a) 2018年12月期または2019年12月期のうち、いずれかの期においてEBITDA

が３億円超である場合 行使可能割合：10%

(b) 2018年12月期乃至2022年12月期のうち、いずれかの期においてEBITDAが

６億円超である場合 行使可能割合：60%

(c) 2018年12月期乃至2022年12月期のうち、いずれかの期においてEBITDAが

10億円超である場合 行使可能割合：100％

② 上記におけるEBITDAは、当社の不動産関連事業領域に属する子会社若しくは

関連会社（当初は、株式会社オウチーノ、株式会社スペースマゼラン、株式

会社Seven Signatures International（以下「SSI」という。）、SSIの子会社、

及び株式会社おうちのくふうとし、当社の取締役会又は取締役会が認める社

内機関の決定により、その範囲を変更することができるものとする。以下、

本号及び次号において同様とする。）の連結損益計算書（連結損益計算書を作

成していない場合又は連結の範囲に含まれない会社がある場合には、各会社

の個別損益計算書を基礎とし、各会社相互間の取引高の相殺消去及び未実現

損益の消去等の処理を行って作成するものをいう。また、監査法人又は公認

会計士による任意監査又は当該監査法人若しくは公認会計士との間で合意さ

れた手続を実施したものに限る。以下、本号において同様とする。）における

営業利益に、連結損益計算書に記載された減価償却費及びのれん償却額を加

算した額をいうものとする。なお、適用される会計基準の変更等により参照

すべきEBITDAの計算に用いる各指標の概念に重要な変更があった場合には、

当社は合理的な範囲内において、別途参照すべき適正な指標及び数値を取締

役会にて定めるものとする。

③ 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社の不

動産関連事業領域に属する子会社若しくは関連会社の取締役、執行役または

従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その

他正当な理由があると取締役会または取締役会が認める社内機関が認めた場

合は、この限りではない。

④ 新株予約権の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

⑤ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発

行可能株式総数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行

うことはできない。

⑥ 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

３. 新株予約権の割当日

　2021年10月１日
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４. 新株予約権の取得に関する事項

(1) 当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割

契約もしくは分割計画、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株

式移転計画についての株主総会の承認（株主総会の承認を要しない場合には取締

役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をも

って、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

(2) 新株予約権者が権利行使する前に、上記2.(6)に定める規定により本新株予約権

の行使ができなくなった場合は、当社は新株予約権を無償で取得することができ

る。

５. 組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、

株式交換または株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行

う場合において、組織再編行為の効力発生日に新株予約権者に対し、それぞれの

場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、

「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付する

こととする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する

旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契

約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

　新株予約権が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記2.(1)に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行

為の条件等を勘案のうえ、上記2.(2)で定められる行使価額を調整して得られる

再編後行使価額に、上記5.(3)に従って決定される当該新株予約権の目的である

再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

　上記2.(3)に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いず

れか遅い日から上記2.(3)に定める行使期間の末日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準

備金に関する事項

　上記2.(4)に準じて決定する。
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(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認

を要するものとする。

(8) その他新株予約権の行使の条件

　上記2.(6)に準じて決定する。

(9) 新株予約権の取得事由及び条件

　上記4に準じて決定する。

(10) その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

６. 新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項

　当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。

以上
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別紙３-③-１

株式会社くふうカンパニー 第６回新株予約権の内容

１. 新株予約権の名称

　株式会社くふうカンパニー 第６回新株予約権

２. 新株予約権と引換えに払い込む金銭

　本新株予約権と引換えに金銭の払い込みを要しない。

３. 新株予約権の内容

(1) 新株予約権の目的である株式の種類及び数

　本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」とい

う。）は、当社普通株式100株とする。

　なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日（株式会社オウチーノ及び株式会

社みんなのウェディング間の2018年５月15日付株式移転計画書に基づく本新株予

約権の割当日をいう。以下同じ。）後、株式会社くふうカンパニー（以下「当社」

という。）が株式の分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下同じ。）または

株式の併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる

調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない本新株予約権の目的

である株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数について

は、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割（または併合）の比率

　また、本新株予約権の割当日後、当社が合併または会社分割を行う場合、その

他これらの場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲

で、付与株式数は適切に調整されるものとする。

(2) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額または算定方法

　本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株当たりの払込金額

（以下、「行使価額」という。）に、付与株式数を乗じた金額とし、行使価額は、

金705円とする。

　なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式の分割または株式の併合を行う場

合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げ

る。
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調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割（または併合）の比率

　また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額

で新株の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株

の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株式の移転の場合を除

く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げ

る。

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

既発行株式数 ＋

新規発行

株式数
×

１株当たり

払込金額

新規発行前の１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

　なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済

株式総数から当社普通株式にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普

通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分す

る自己株式数」に、「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」に読み替

えるものとする。

　さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、

会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする

場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うことができるも

のとする。

(3) 新株予約権を行使することができる期間

　本新株予約権を行使することができる期間（以下、「行使期間」という。）は、

2019年１月１日から2021年12月31日までとする。

(4) 増加する資本金及び資本準備金に関する事項

① 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額

は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分

の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を

切り上げるものとする。

② 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金

の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から、上記①に定める増加する資

本金の額を減じた額とする。

(5) 譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要する。
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(6) 新株予約権の行使の条件

① 本新株予約権者は、当社の子会社及び関連会社のうち結婚関連事業を行う会

社（当初は、株式会社みんなのウェディングとし、当社の取締役会または取

締役会が認める社内機関の決定により、その範囲を変更することができるも

のとする。以下「結婚関連子会社等」という。）の2018年９月期、または2019

年９月期の損益計算書（複数の会社がある場合は、連結損益計算書の作成と

同様の方法で、各会社の個別損益計算書を基礎とし、各会社相互間の取引高

の相殺消去及び未実現損益の消去等の処理を行って作成するものをいう。ま

た、監査法人もしくは公認会計士による任意監査または当該監査法人もしく

は公認会計士との間で合意された手続を実施したものに限る。以下同じ。）か

ら算出するEBITDA（営業利益に減価償却費及びのれん償却額を加算したも

の。）が、いずれかの決算期について5.3億円以上となった場合、各新株予約

権者は、当該条件を最初に充たした決算期の翌年１月１日から、それぞれに

割り当てられた本新株予約権を行使することができる。

なお、国際財務報告基準の適用、決算期の変更その他の事由により参照すべ

き項目の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役

会で定めるものとする。

② 新株予約権者は、次の各号の一に該当した場合は、その有する一切の本新株

予約権を行使することができないものとする。なお、新株予約権者が、次の

各号のうち(エ)を除く各号の一に該当した場合は、その後当該号に該当しな

くなるか否かを問わず、その有する一切の本新株予約権を行使することがで

きないものとし、直ちに本新株予約権を喪失する。

(ア) 2019年９月期の結婚関連子会社等の損益計算書が作成及び承認されたと

きに上記①に掲げる行使条件が充たされなかった場合。

(イ) 新株予約権者が、当社または結婚関連子会社等の取締役または従業員の

地位を喪失した場合。ただし、任期満了による退任、定年による退職、

会社命令による出向・転籍、その他正当な理由があると当社取締役会ま

たは取締役会が認める社内機関が認めた場合は、この限りではない。

(ウ) 新株予約権者のうち、社外協力者は、本新株予約権の権利行使時におい

て以下の条件を充足している場合に限り、本新株予約権を行使すること

ができる。

(ⅰ) 社外協力者が当社または結婚関連子会社等の取締役、監査役または使

用人であること。但し、任期満了による退任、定年退職その他正当な

理由があると取締役会が認めた場合を除く。

(エ) 新株予約権者が死亡した場合。ただし、当社取締役会または取締役会が

認める社内機関が当該新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使

を承認した場合は、この限りではない。
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(オ) 新株予約権者が当社または結婚関連子会社等の就業規則により懲戒解雇

または諭旨解雇の処分を受けた場合。

(カ) 新株予約権者が禁固以上の刑に処せられた場合。

(キ) 新株予約権者が本新株予約権の放棄を申し出た場合。

③ その他、以下の場合には本新株予約権を行使することができない。

(ア) 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点におけ

る発行可能株式総数を超過することとなる場合。

(イ) 本新株予約権を１個未満で行使する場合。

４. 新株予約権の割当日

　2018年10月１日

５. 新株予約権の取得に関する事項

(1) 当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割

契約もしくは分割計画、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株

式移転計画について株主総会の承認（株主総会の承認を要しない場合には取締役

会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもっ

て、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

(2) 新株予約権者が権利行使をする前に、上記3.(6)に定める規定により本新株予約

権の行使ができなくなった場合は、当社は当該新株予約権者が有する本新株予約

権（もしあれば）を無償で取得することができる。

(3) 当社が全部取得条項付種類株式の全部を取得することもしくは株式の併合をする

こと（当該株式の併合により当社の株主の数が25名未満となることが見込まれる

場合に限る。）が当社株主総会で承認されたときまたは特別支配株主の株式売渡

請求が当社取締役会で承認されたときは、当社は、当社取締役会が別途定める日

の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

６. 組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、

株式交換または株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行

う場合において、組織再編行為の効力発生日に残存する新株予約権者に対し、そ

れぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社

（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交

付することができる。ただし、再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収

合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株

式移転計画において定めた場合に限るものとする。
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(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

　本新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する

ものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　組織再編行為の条件等を勘案の上、上記3.(1)に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　組織再編行為の条件等を勘案の上、上記3.(2)に準じて決定する。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

　上記3.(3)に定める行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいず

れか遅い日から、上記3.(3)に定める行使期間の満了日までとする。

(6) 新株予約権の行使の条件

　上記3.(6)に準じて決定する。

(7) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準

備金に関する事項

　上記3.(4)に準じて決定する。

(8) 譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものと

する。

(9) 新株予約権の取得条項

　上記5.に準じて決定する。

(10) 組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

　本6.に準じて決定する。

(11) 新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数

が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。

７. 新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項

　当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。

以上
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別紙３-③-２

株式会社くふうカンパニー 第５回新株予約権の内容

１. 新株予約権の名称

　株式会社くふうカンパニー 第５回新株予約権

２. 新株予約権と引換えに払い込む金銭

　本新株予約権と引換えに金銭の払い込みを要しない。

３. 新株予約権の内容

(1) 新株予約権の目的である株式の種類及び数

　本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」とい

う。）は、当社普通株式100株とする。

　なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、株式会社くふうカンパニー

（以下「当社」という。）が株式の分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下

同じ。）または株式の併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。

ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない本新

株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満

の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割（または併合）の比率

　また、本新株予約権の割当日後、当社が合併または会社分割を行う場合、その

他これらの場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲

で、付与株式数は適切に調整されるものとする。

(2) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額または算定方法

　本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株当たりの払込金額

（以下、「行使価額」という。）に、付与株式数を乗じた金額とし、行使価額は、

金705円とする。

　なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式の分割または株式の併合を行う場

合、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げ

る。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割（または併合）の比率
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　また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額

で新株の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株

の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株式の移転の場合を除

く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げ

る。

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

既発行株式数 ＋

新規発行

株式数
×

１株当たり

払込金額

新規発行前の１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

　なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済

株式総数から当社普通株式にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普

通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分す

る自己株式数」に、「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」に読み替

えるものとする。

　さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、

会社分割を行う場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする

場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うことができるも

のとする。

(3) 新株予約権を行使することができる期間

　本新株予約権を行使することができる期間（以下、「行使期間」という。）は、

2021年10月１日から2021年12月31日までとする。

(4) 増加する資本金及び資本準備金に関する事項

① 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額

は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分

の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を

切り上げるものとする。

② 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金

の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から、上記①に定める増加する資

本金の額を減じた額とする。

(5) 譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要する。

(6) 新株予約権の行使の条件

① 新株予約権者は、次の各号の一に該当した場合は、その有する一切の本新株

予約権を行使することができないものとする。なお、新株予約権者が、次の

各号のうち(ウ)を除く各号の一に該当した場合は、その後当該号に該当しな

くなるか否かを問わず、その有する一切の本新株予約権を行使することがで

きないものとし、直ちに本新株予約権を喪失する。
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(ア) 新株予約権者が、当社または当社の結婚関連事業領域に属する子会社若

しくは関連会社（以下「結婚関連子会社等」という。）の取締役、執行

役または従業員の地位を喪失した場合。ただし、任期満了による退任、

定年による退職、会社命令による出向・転籍、その他正当な理由がある

と当社取締役会または取締役会が認める社内機関が認めた場合は、この

限りではない。

(イ) 新株予約権者のうち、社外協力者は、本新株予約権の権利行使時におい

て以下の条件を充足している場合に限り、本新株予約権を行使すること

ができる。

(ⅰ) 社外協力者が当社または結婚関連子会社等の取締役、執行役、監査役

または使用人であること。但し、任期満了による退任、定年退職その

他正当な理由があると取締役会が認めた場合を除く。

(ウ) 新株予約権者が死亡した場合。ただし、当社取締役会または取締役会が

認める社内機関が当該新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使

を承認した場合は、この限りではない。

(エ) 新株予約権者が当社または結婚関連子会社等の就業規則により懲戒解雇

または諭旨解雇の処分を受けた場合。

(オ) 新株予約権者が禁固以上の刑に処せられた場合。

(カ) 新株予約権者が本新株予約権の放棄を申し出た場合。

② その他、以下の場合には本新株予約権を行使することができない。

(ア) 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点におけ

る発行可能株式総数を超過することとなる場合。

(イ) 本新株予約権を１個未満で行使する場合。

４. 新株予約権の割当日

　2021年10月１日

５. 新株予約権の取得に関する事項

(1) 当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割

契約もしくは分割計画、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株

式移転計画について株主総会の承認（株主総会の承認を要しない場合には取締役

会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもっ

て、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

(2) 新株予約権者が権利行使をする前に、上記3.(6)に定める規定により本新株予約

権の行使ができなくなった場合は、当社は当該新株予約権者が有する本新株予約

権（もしあれば）を無償で取得することができる。

(3) 当社が全部取得条項付種類株式の全部を取得することもしくは株式の併合をする

こと（当該株式の併合により当社の株主の数が25名未満となることが見込まれる

場合に限る。）が当社株主総会で承認されたときまたは特別支配株主の株式売渡

請求が当社取締役会で承認されたときは、当社は、当社取締役会が別途定める日

の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。
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６. 組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、

株式交換または株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行

う場合において、組織再編行為の効力発生日に残存する新株予約権者に対し、そ

れぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社

（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交

付することができる。ただし、再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収

合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株

式移転計画において定めた場合に限るものとする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

　本新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する

ものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　組織再編行為の条件等を勘案の上、上記3.(1)に準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　組織再編行為の条件等を勘案の上、上記3.(2)に準じて決定する。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

　上記3.(3)に定める行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいず

れか遅い日から、上記3.(3)に定める行使期間の満了日までとする。

(6) 新株予約権の行使の条件

　上記3.(6)に準じて決定する。

(7) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準

備金に関する事項

　上記3.(4)に準じて決定する。

(8) 譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものと

する。

(9) 新株予約権の取得条項

　上記5.に準じて決定する。

(10) 組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

　本6.に準じて決定する。

(11) 新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数

が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。

７. 新株予約権にかかる新株予約権証券に関する事項

　当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しないものとする。

以上
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別紙３-④-１

株式会社くふうカンパニー 第７回新株予約権の内容

(1) 本新株予約権の名称

　株式会社くふうカンパニー 第７回新株予約権

(2) 申込期間

　2020年２月15日から３月１日まで

(3) 割当日

　2020年３月２日

(4) 払込期日

　2020年３月２日

(5) 募集の方法

　第三者割当の方法により割り当てる。

(6) 本新株予約権の目的となる株式の種類及び数

　本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下「割当株式数」という。）

は100株とする。ただし、割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割（当

社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ）又は株

式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生

じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。当該調整後付与株式数を適用する日

については、第10項の規定を準用する。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割・株式併合の比率

　また、上記の他、割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これ

らの場合に準じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範

囲で付与株式数を適切に調整することができる。

　付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日

までに、必要な事項を新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者

（以下「新株予約権者」という）に通知又は公告する。ただし、当該適用の日の

前日までに通知又は公告を行うことができない場合には、以後速やかに通知又は

公告する。
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(7) 本新株予約権の払込金額

　新株予約権１個当たり金76円

(8) 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又は算定方法

① 各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権

を行使することにより交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額

（以下「行使価額」という）に付与株式数を乗じた金額とする。

② 行使価額は、当初1,259円とする。ただし、行使価額は第10項に定める調整に

服する。

(9) 新株予約権の行使条件

① 各新株予約権者は、2021年９月期におけるEBITDA及び株式報酬費用の合計額

が、一定の水準（以下、「業績判定水準」という。）を超過した場合、割当て

られた本新株予約権の全て又は一部を第12項に定める期間において行使する

ことができる。ただし、行使可能な本新株予約権の数に１個未満の端数が生

じる場合には、これを切り捨てた数とする。

業績判定水準：EBITDA及び株式報酬費用の合計額が2,000百万円を超過してい

ること

　なお、上記におけるEBITDA及び株式報酬費用の合計額の判定においては、

2021年９月期の有価証券報告書に記載された連結損益計算書における営業利

益に、連結キャッシュ・フロー計算書に記載された減価償却費及びのれん償

却額並びに株式報酬費用を加算した額を参照するものとする。なお、適用さ

れる会計基準の変更等により参照すべきEBITDA及び株式報酬費用の合計額の

計算に用いる各指標の概念に重要な変更があった場合には、当社は合理的な

範囲内において、別途参照すべき適正な指標及び数値を取締役会にて定める

ものとする。

② 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時において、当社、当社子会社又は

当社関連会社の取締役、執行役員、従業員の地位にあることを要するものと

する。ただし、任期満了による退任、定年退職、死亡、転籍、その他当社取

締役会又は取締役会が委任した社内機関が正当な理由があると認めた場合は

この限りではない。

③ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授

権株式数 を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うこと

はできない。
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④ 本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

(10) 行使価額の調整

① 割当日後、当社が当社普通株式につき、次の(ⅰ)又は(ⅱ)を行う場合、行使

価額をそれぞれ次に定める算式（以下「行使価額調整式」という）により調

整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。

(ⅰ) 当社が株式分割又は株式併合を行う場合

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

株式の分割・株式併合の比率

(ⅱ) 当社が当社普通株式につき、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式

の処分を行う場合（会社法第194条の規定（単元未満株主による単元未満株式

売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、当社普通株式に転換される証券若し

くは転換できる証券の転換、又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約

権（新株予約権付社債に付されたものを含む）の行使による場合を除く）

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

既発行株式数 ＋

新規発行

株式数
×

１株あたり

払込金額

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

ⅰ 行使価額調整式に使用する「時価」は、本項②に定める「調整後行使価額を

適用する日」（以下、「適用日」という）に先立つ45取引日目に始まる30取引

日における東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（気配表

示を含む。以下同じ）の平均値（終値のない日を除く）とする。なお、「平均

値」は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

ⅱ 行使価額調整式に使用する「既発行株式数」とは、基準日がある場合はその

日、その他の場合は適用日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式総

数から当社が保有する当社普通株式にかかる自己株式数を控除した数とする。

ⅲ 自己株式の処分を行う場合には、行使価額調整式に使用する「新規発行株式

数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

② 調整後行使価額を適用する日は、次に定めるところによる。

　本項①(ⅰ)に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、株式分割の場合は、

当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、その効力発生日）以

降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余
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金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主総会において承

認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の

日以前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後行使価額は、当該

株主総会の終結の日の翌日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。

　なお、上記ただし書に定める場合において、株式分割のための基準日の翌日

から当該株主総会の終結の日までに新株予約権を行使した（かかる新株予約権

を行使することにより交付を受けることができる株式の数を、以下「分割前行

使株式数」という）新株予約権者に対しては、交付する当社普通株式の数を次

の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

新規発行株式数 ＝
（調整前行使価額 － 調整後行使価額）× 分割前行使株式数

調整後行使価額

　本項①(ⅱ)に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、当該発行又は処分の

払込期日（払込期間が設けられたときは、当該払込期間の最終日）の翌日以降

（基準日がある場合は当該基準日の翌日以降）、これを適用する。

　本項①(ⅰ)及び(ⅱ)に定める場合のほか、割当日後、他の種類株式の普通株

主への無償割当て、他の会社の株式の普通株主へ配当を行う場合等、行使価額

の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、かかる割当て又は配当

等の条件等を勘案の上、当社は、合理的な範囲で行使価額を調整することがで

きる。

　行使価額の調整を行うときは、当社は適用日の前日までに、必要な事項を新

株予約権者に通知又は公告する。ただし、当該適用日の前日までに通知又は公

告を行うことができない場合には、以後速やかに通知又は公告する。

(11) 組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分

割、株式交換又は株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を

行う場合には、組織再編行為の効力発生日において、本新株予約権の新株予約権

者に対し、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、

「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づき交付するものとす

る。但し、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収

合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式

移転計画において定めた場合に限るものとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

本新株予約権の新株予約権者が保有する本新株予約権の数と同一の数を交付

する。
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② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、第６項に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付する再編対象会社の各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

は、第８項に従って定められる調整後行使価額を基準に組織再編行為の条件

等を勘案のうえ合理的に決定される価額に本項③に従って定められる当該新

株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

第12項に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれ

か遅い日から第12項に定める行使期間の末日までとする。

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資

本準備金に関する事項

第15項に準じて決定する。

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承

認を要するものとする。

⑧ その他交付する再編対象会社の新株予約権の行使の条件

第９項に準じて決定する。

⑨ 交付する再編対象会社の新株予約権の取得事由及び条件

第14項に準じて決定する。

(12) 本新株予約権を行使することができる期間

　本新株予約権を行使することができる期間（以下、「行使期間」という。）は、

2022年１月１日から2023年12月31日までとする。

(13) 新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め

　新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数

がある場合には、これを切り捨てる。

(14) 本新株予約権の取得

① 以下の(ⅰ)、(ⅱ)、(ⅲ)、(ⅳ)、(ⅴ)、(ⅵ)又は(ⅶ)の議案につき当社株主

総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議が

なされた場合）は、権利者は未行使の割当新株予約権を法令上可能な範囲で

放棄したものとみなし、当社取締役会が別途定める日に、当社は本新株予約

権１個あたり払込金額と同額で新株予約権を取得することができる。
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(ⅰ) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

(ⅱ) 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

(ⅲ) 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案

(ⅳ) 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について

当社の承認を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案

(ⅴ) 本新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株

式の取得について当社の承認を要すること又は、当該種類の株式について当

社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定めを設け

る定款の変更承認の議案

(ⅵ) 普通株式の併合（株式の数に１株に満たない端数が生ずる場合に限る）

(ⅶ) 当社の株主による株式売渡請求（会社法第179条第２項に定める場合に限る。

但し、同条第３項に定める新株予約権売渡請求を伴うものを除く）

② 本新株予約権の全て又は一部が行使条件に該当しなくなった場合、又は新株

予約権者が、本新株予約権の全て又は一部を放棄した場合、当社は当該新株

予約権を無償で取得することができる。

(15) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備

金

① 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額

は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分

の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数を生ずる場合は、この端

数を切り上げる。

② 本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金

の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本

金の額を減じた額とする。

(16) 譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を

要する。

(17) 新株予約権証券の不発行

　当社は、本新株予約権に関して、新株予約権証券を発行しない。

以上
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別紙３-④-２

株式会社くふうカンパニー 第６回新株予約権の内容

(1) 本新株予約権の名称

　株式会社くふうカンパニー 第６回新株予約権

(2) 割当日

　2021年10月１日

(3) 本新株予約権の目的となる株式の種類及び数

　本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下「割当株式数」という。）

は100株とする。ただし、割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割（当

社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ）又は株

式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生

じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。当該調整後付与株式数を適用する日

については、第７項の規定を準用する。

　調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割・株式併合の比率

　また、上記の他、割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これ

らの場合に準じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範

囲で付与株式数を適切に調整することができる。

　付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日

までに、必要な事項を新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者

（以下「新株予約権者」という）に通知又は公告する。ただし、当該適用の日の

前日までに通知又は公告を行うことができない場合には、以後速やかに通知又は

公告する。

(4) 本新株予約権の払込金額

　新株予約権と引換えに金銭の払込みは要しない

(5) 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又は算定方法

① 各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権

を行使することにより交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額

（以下「行使価額」という）に付与株式数を乗じた金額とする。

② 行使価額は、当初1,259円とする。ただし、行使価額は第７項に定める調整に
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服する。

(6) 新株予約権の行使条件

① 各新株予約権者は、2021年９月期におけるEBITDA及び株式報酬費用の合計額

が、一定の水準（以下、「業績判定水準」という。）を超過した場合、割当て

られた本新株予約権の全て又は一部を第９項に定める期間において行使する

ことができる。ただし、行使可能な本新株予約権の数に１個未満の端数が生

じる場合には、これを切り捨てた数とする。

業績判定水準：EBITDA及び株式報酬費用の合計額が2,000百万円を超過してい

ること

　なお、上記におけるEBITDA及び株式報酬費用の合計額の判定においては、

株式会社くふうカンパニー（なお、2021年９月30日をもって「株式会社くふ

う中間持株会社」に商号変更する。以下「旧くふうカンパニー」という。）

が、割当日の前日において行っている事業に属する当社の子会社又は関連会

社（但し、割当日の前日における株式会社ロコガイド及びその子会社並びに、

これらの会社が行っている事業に属する当社の子会社又は関連会社を除く。

なお対象となる会社について疑義がある時は、当社の取締役会又は取締役会

が認める社内機関の決定により、その範囲を確定する。）（以下「旧くふうカ

ンパニーグループ各社」という。）を対象範囲とする2021年９月期の旧株式会

社くふうカンパニーの連結損益計算書（連結損益計算書を作成していない場

合又は連結の範囲に含まれない会社がある場合には、旧くふうカンパニーグ

ループ各社の個別損益計算書を基礎とし、旧くふうカンパニーグループ各社

相互間の取引高の相殺消去及び未実現損益の消去等の処理を行って作成する

ものをいう。また、監査法人又は公認会計士による任意監査又は当該監査法

人若しくは公認会計士との間で合意された手続を実施したものに限る。以下、

本号において同様とする。）における営業利益に、連結キャッシュ・フロー計

算書に記載された減価償却費及びのれん償却額並びに株式報酬費用を加算し

た額を参照するものとする。なお、適用される会計基準の変更等により参照

すべきEBITDA及び株式報酬費用の合計額の計算に用いる各指標の概念に重要

な変更があった場合には、当社は合理的な範囲内において、別途参照すべき

適正な指標及び数値を取締役会にて定めるものとする。

② 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時において、当社、当社子会社又は

当社関連会社の取締役、執行役、執行役員、従業員の地位にあることを要す

るものとする。ただし、任期満了による退任、定年退職、死亡、転籍、その

他当社取締役会又は取締役会が委任した社内機関が正当な理由があると認め
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た場合はこの限りではない。

③ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授

権株式数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うこと

はできない。

④ 本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

(7) 行使価額の調整

① 割当日後、当社が当社普通株式につき、次の(ⅰ)又は(ⅱ)を行う場合、行使

価額をそれぞれ次に定める算式（以下「行使価額調整式」という）により調

整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。

(ⅰ) 当社が株式分割又は株式併合を行う場合

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

株式の分割・株式併合の比率

(ⅱ) 当社が当社普通株式につき、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式

の処分を行う場合（会社法第194条の規定（単元未満株主による単元未満株式

売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、当社普通株式に転換される証券若し

くは転換できる証券の転換、又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約

権（新株予約権付社債に付されたものを含む）の行使による場合を除く）

調 整 後

行使価額
＝

調 整 前

行使価額
×

既発行株式数 ＋

新規発行

株式数
×

１株あたり

払込金額

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

ⅰ 行使価額調整式に使用する「時価」は、本項②に定める「調整後行使価額を

適用する日」（以下、「適用日」という）に先立つ45取引日目に始まる30取引

日における東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（気配表

示を含む。以下同じ）の平均値（終値のない日を除く）とする。なお、「平均

値」は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

ⅱ 行使価額調整式に使用する「既発行株式数」とは、基準日がある場合はその

日、その他の場合は適用日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式総

数から当社が保有する当社普通株式にかかる自己株式数を控除した数とする。

ⅲ 自己株式の処分を行う場合には、行使価額調整式に使用する「新規発行株式

数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。
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② 調整後行使価額を適用する日は、次に定めるところによる。

　本項①(ⅰ)に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、株式分割の場合は、

当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、その効力発生日）以

降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余

金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主総会において承

認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の

日以前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後行使価額は、当該

株主総会の終結の日の翌日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。

　なお、上記ただし書に定める場合において、株式分割のための基準日の翌日

から当該株主総会の終結の日までに新株予約権を行使した（かかる新株予約権

を行使することにより交付を受けることができる株式の数を、以下「分割前行

使株式数」という）新株予約権者に対しては、交付する当社普通株式の数を次

の算式により調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

新規発行株式数 ＝
（調整前行使価額 － 調整後行使価額）× 分割前行使株式数

調整後行使価額

　本項①(ⅱ)に従い調整を行う場合の調整後行使価額は、当該発行又は処分の

払込期日（払込期間が設けられたときは、当該払込期間の最終日）の翌日以降

（基準日がある場合は当該基準日の翌日以降）、これを適用する。

　本項①(ⅰ)及び(ⅱ)に定める場合のほか、割当日後、他の種類株式の普通株

主への無償割当て、他の会社の株式の普通株主へ配当を行う場合等、行使価額

の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、かかる割当て又は配当

等の条件等を勘案の上、当社は、合理的な範囲で行使価額を調整することがで

きる。

　行使価額の調整を行うときは、当社は適用日の前日までに、必要な事項を新

株予約権者に通知又は公告する。ただし、当該適用日の前日までに通知又は公

告を行うことができない場合には、以後速やかに通知又は公告する。

(8) 組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分

割、株式交換又は株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を

行う場合には、組織再編行為の効力発生日において、本新株予約権の新株予約権

者に対し、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、

「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づき交付するものとす

る。但し、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収

合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式
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移転計画において定めた場合に限るものとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

本新株予約権の新株予約権者が保有する本新株予約権の数と同一の数を交付

する。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、第３項に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付する再編対象会社の各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

は、第６項に従って定められる調整後行使価額を基準に組織再編行為の条件

等を勘案のうえ合理的に決定される価額に本項③に従って定められる当該新

株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

第９項に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれ

か遅い日から第９項に定める行使期間の末日までとする。

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資

本準備金に関する事項

第12項に準じて決定する。

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承

認を要するものとする。

⑧ その他交付する再編対象会社の新株予約権の行使の条件

第６項に準じて決定する。

⑨ 交付する再編対象会社の新株予約権の取得事由及び条件

第11項に準じて決定する。

(9) 本新株予約権を行使することができる期間

　本新株予約権を行使することができる期間（以下、「行使期間」という。）は、

2022年１月１日から2023年12月31日までとする。

(10) 新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め

　新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数

がある場合には、これを切り捨てる。
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(11) 本新株予約権の取得

① 以下の(ⅰ)、(ⅱ)、(ⅲ)、(ⅳ)、(ⅴ)、(ⅵ)又は(ⅶ)の議案につき当社株主

総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議が

なされた場合）は、権利者は未行使の割当新株予約権を法令上可能な範囲で

放棄したものとみなし、当社取締役会が別途定める日に、当社は本新株予約

権１個あたり払込金額と同額で新株予約権を取得することができる。

(ⅰ) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

(ⅱ) 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

(ⅲ) 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案

(ⅳ) 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について

当社の承認を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案

(ⅴ) 本新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株

式の取得について当社の承認を要すること又は、当該種類の株式について当

社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定めを設け

る定款の変更承認の議案

(ⅵ) 普通株式の併合（株式の数に１株に満たない端数が生ずる場合に限る）

(ⅶ) 当社の株主による株式売渡請求（会社法第179条第２項に定める場合に限る。

但し、同条第３項に定める新株予約権売渡請求を伴うものを除く）

② 本新株予約権の全て又は一部が行使条件に該当しなくなった場合、又は新株

予約権者が、本新株予約権の全て又は一部を放棄した場合、当社は当該新株

予約権を無償で取得することができる。

(12) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備

金

① 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額

は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分

の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数を生ずる場合は、この端

数を切り上げる。

② 本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金

の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本

金の額を減じた額とする。

(13) 譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を

要する。

(14) 新株予約権証券の不発行

　当社は、本新株予約権に関して、新株予約権証券を発行しない。

以上
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別紙３-⑤-１

株式会社くふうカンパニー 第８回新株予約権の内容

(1) 本新株予約権の名称

　株式会社くふうカンパニー 第８回新株予約権

(2) 申込期間

　2020年11月13日から12月22日まで

(3) 割当日

　2020年12月23日

(4) 払込期日

　2020年12月23日

(5) 募集の方法

　第三者割当の方法により割当てる。

(6) 本新株予約権の目的となる株式の種類及び数

　本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下、「割当株式数」）は100

株とする。ただし、割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通

株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ）又は株式併合

を行う場合には、次の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１

株未満の端数は、これを切り捨てる。当該調整後付与株式数を適用する日につい

ては、第10項の規定を準用する。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

　また、上記の他、割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これ

らの場合に準じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範

囲で付与株式数を適切に調整することができる。

　付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日

までに、必要な事項を新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者

（以下、「新株予約権者」）に通知又は公告する。ただし、当該適用の日の前日ま

でに通知又は公告を行うことができない場合には、以後速やかに通知又は公告す

る。
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(7) 本新株予約権の払込金額

　新株予約権１個当たり金73円

(8) 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又は算定方法

① 各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権

を行使することにより交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額

（以下、「払込金額」）に付与株式数を乗じた金額とする。

② 払込金額は、当初910円とする。ただし、払込金額は第10項に定める調整に服

する。

(9) 新株予約権の行使条件

① 各新株予約権者は、2023年９月期におけるEBITDA及び株式報酬費用の合計額

が、一定の水準（以下、「業績判定水準」）を超過した場合、割当てられた本

新株予約権の全て又は一部を第12項に定める期間において行使することがで

きる。ただし、行使可能な本新株予約権の数に１個未満の端数が生じる場合

には、これを切り捨てた数とする。

業績判定水準：EBITDA及び株式報酬費用の合計額が2,000百万円を超過してい

ること

　なお、上記におけるEBITDA及び株式報酬費用の合計額の判定においては、

2023年９月期の有価証券報告書に記載された連結損益計算書における営業利

益に、連結キャッシュ・フロー計算書に記載された減価償却費及びのれん償

却額並びに株式報酬費用を加算した額を参照するものとする。なお、適用さ

れる会計基準の変更等により参照すべきEBITDA及び株式報酬費用の合計額の

計算に用いる各指標の概念に重要な変更があった場合には、当社は合理的な

範囲内において、別途参照すべき適正な指標及び数値を取締役会にて定める

ものとする。

② 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時において、当社、当社子会社又は

当社関連会社の取締役、執行役員、従業員の地位にあることを要するものと

する。ただし、任期満了による退任、定年退職、死亡、転籍、その他当社取

締役会又は取締役会が委任した社内機関が正当な理由があると認めた場合は

この限りではない。

③ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授

権株式数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うこと

はできない。
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④ 本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

(10) 払込金額の調整

① 割当日後、当社が当社普通株式につき、次の(ⅰ)又は(ⅱ)を行う場合、払込

金額をそれぞれ次に定める算式（以下、「払込金額調整式」）により調整し、

調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。

(ⅰ) 当社が株式分割又は株式併合を行う場合

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

(ⅱ) 当社が当社普通株式につき、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式

の処分を行う場合（会社法第194条の規定（単元未満株主による単元未満株式

売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、当社普通株式に転換される証券若し

くは転換できる証券の転換、又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約

権（新株予約権付社債に付されたものを含む）の行使による場合を除く）

調 整 後

払込金額
＝

調 整 前

払込金額
×

既発行株式数 ＋

新規発行

株式数
×

１株あたり

払込金額

新規発行前の１株あたりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

ⅰ 払込金額調整式に使用する「時価」は、本項②に定める「調整後払込金額を

適用する日」（以下、「適用日」）に先立つ45取引日目に始まる30取引日におけ

る東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（気配表示を含む。

以下同じ）の平均値（終値のない日を除く）とする。なお、「平均値」は、円

位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

ⅱ 払込金額調整式に使用する「既発行株式数」とは、基準日がある場合はその

日、その他の場合は適用日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式総

数から当社が保有する当社普通株式にかかる自己株式数を控除した数とする。

ⅲ 自己株式の処分を行う場合には、払込金額調整式に使用する「新規発行株式

数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

② 調整後払込金額を適用する日は、次に定めるところによる。

　本項①(ⅰ)に従い調整を行う場合の調整後払込金額は、株式分割の場合は、

当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、その効力発生日）以

降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余
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金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主総会において承

認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の

日以前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後払込金額は、当該

株主総会の終結の日の翌日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。

　なお、上記ただし書に定める場合において、株式分割のための基準日の翌日

から当該株主総会の終結の日までに新株予約権を行使した（かかる新株予約権

を行使することにより交付を受けることができる株式の数を、以下、「分割前行

使株式数」）新株予約権者に対しては、交付する当社普通株式の数を次の算式に

より調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

新規発行株式数 ＝
（調整前払込金額 － 調整後払込金額）× 分割前行使株式数

調整後払込金額

　本項①(ⅱ)に従い調整を行う場合の調整後払込金額は、当該発行又は処分の

払込期日（払込期間が設けられたときは、当該払込期間の最終日）の翌日以降

（基準日がある場合は当該基準日の翌日以降）、これを適用する。

　本項①(ⅰ)及び(ⅱ)に定める場合のほか、割当日後、他の種類株式の普通株

主への無償割当て、他の会社の株式の普通株主へ配当を行う場合等、払込金額

の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、かかる割当て又は配当

等の条件等を勘案の上、当社は、合理的な範囲で払込金額を調整することがで

きる。

　払込金額の調整を行うときは、当社は適用日の前日までに、必要な事項を新

株予約権者に通知又は公告する。ただし、当該適用日の前日までに通知又は公

告を行うことができない場合には、以後速やかに通知又は公告する。

(11) 組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分

割、株式交換又は株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」）を行う場合

には、組織再編行為の効力発生日において、本新株予約権の新株予約権者に対

し、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対

象会社」）の新株予約権を以下の条件に基づき交付するものとする。但し、以下

の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設

合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画におい

て定めた場合に限るものとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

本新株予約権の新株予約権者が保有する本新株予約権の数と同一の数を交付

する。
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② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、第６項に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付する再編対象会社の各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

は、第８項に従って定められる調整後払込金額を基準に組織再編行為の条件

等を勘案のうえ合理的に決定される価額に本項③に従って定められる当該新

株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

第12項に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれ

か遅い日から第12項に定める行使期間の末日までとする。

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資

本準備金に関する事項

第15項に準じて決定する。

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承

認を要するものとする。

⑧ その他交付する再編対象会社の新株予約権の行使の条件

第９項に準じて決定する。

⑨ 交付する再編対象会社の新株予約権の取得事由及び条件

第14項に準じて決定する。

(12) 本新株予約権を行使することができる期間

　本新株予約権を行使することができる期間（以下、「行使期間」）は、2024年１

月１日から2025年12月31日までとする。

(13) 新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め

　新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数

がある場合には、これを切り捨てる。

(14) 本新株予約権の取得

① 以下の(ⅰ)、(ⅱ)、(ⅲ)、(ⅳ)、(ⅴ)、(ⅵ)又は(ⅶ)の議案につき当社株主

総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議が

なされた場合）は、権利者は未行使の割当新株予約権を法令上可能な範囲で

放棄したものとみなし、当社取締役会が別途定める日に、当社は本新株予約

権１個あたり払込金額と同額で新株予約権を取得することができる。
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(ⅰ) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

(ⅱ) 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

(ⅲ) 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案

(ⅳ) 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について

当社の承認を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案

(ⅴ) 本新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株

式の取得について当社の承認を要すること又は、当該種類の株式について当

社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定めを設け

る定款の変更承認の議案

(ⅵ) 普通株式の併合（株式の数に１株に満たない端数が生ずる場合に限る）

(ⅶ) 当社の株主による株式売渡請求（会社法第179条第２項に定める場合に限る。

但し、同条第３項に定める新株予約権売渡請求を伴うものを除く）

② 本新株予約権の全て又は一部が行使条件に該当しなくなった場合、又は新株

予約権者が、本新株予約権の全て又は一部を放棄した場合、当社は当該新株

予約権を無償で取得することができる。

(15) 本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備

金

① 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額

は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分

の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数を生ずる場合は、この端

数を切り上げる。

② 本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金

の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本

金の額を減じた額とする。

(16) 譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を

要する。

(17) 新株予約権証券の不発行

　当社は、本新株予約権に関して、新株予約権証券を発行しない。

以上
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別紙３-⑤-２

株式会社くふうカンパニー 第７回新株予約権の内容

(1) 本新株予約権の名称

　株式会社くふうカンパニー 第７回新株予約権

(2) 割当日

　2021年10月１日

(3) 本新株予約権の目的となる株式の種類及び数

　本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下、「割当株式数」）は100

株とする。ただし、割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通

株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ）又は株式併合

を行う場合には、次の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１

株未満の端数は、これを切り捨てる。当該調整後付与株式数を適用する日につい

ては、第７項の規定を準用する。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

　また、上記の他、割当日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これ

らの場合に準じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範

囲で付与株式数を適切に調整することができる。

　付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日

までに、必要な事項を新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者

（以下、「新株予約権者」）に通知又は公告する。ただし、当該適用の日の前日ま

でに通知又は公告を行うことができない場合には、以後速やかに通知又は公告す

る。

(4) 本新株予約権の払込金額

　新株予約権と引換えに金銭の払込みは要しない

(5) 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又は算定方法

① 各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権

を行使することにより交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額

（以下、「払込金額」）に付与株式数を乗じた金額とする。

② 払込金額は、当初910円とする。ただし、払込金額は第７項に定める調整に服
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する。

(6) 新株予約権の行使条件

① 各新株予約権者は、2023年９月期におけるEBITDA及び株式報酬費用の合計額

が、一定の水準（以下、「業績判定水準」）を超過した場合、割当てられた本

新株予約権の全て又は一部を第９項に定める期間において行使することがで

きる。ただし、行使可能な本新株予約権の数に１個未満の端数が生じる場合

には、これを切り捨てた数とする。

業績判定水準：EBITDA及び株式報酬費用の合計額が2,000百万円を超過してい

ること

　なお、上記におけるEBITDA及び株式報酬費用の合計額の判定においては、

株式会社くふうカンパニー（なお、2021年９月30日をもって「株式会社くふ

う中間持株会社」に商号変更する。以下「旧くふうカンパニー」という。）

が、割当日の前日において行っている事業に属する当社の子会社又は関連会

社（但し、割当日の前日における株式会社ロコガイド及びその子会社並びに、

これらの会社が行っている事業に属する当社の子会社又は関連会社を除く。

なお、対象となる会社について疑義がある時は、当社の取締役会又は取締役

会が認める社内機関の決定により、その範囲を確定する。）（以下「旧くふう

カンパニーグループ各社」という。）を対象範囲とする2023年９月期の旧くふ

うカンパニーの連結損益計算書（連結損益計算書を作成していない場合又は

連結の範囲に含まれない会社がある場合には、旧くふうカンパニーグループ

各社の個別損益計算書を基礎とし、旧くふうカンパニーグループ各社相互間

の取引高の相殺消去及び未実現損益の消去等の処理を行って作成するものを

いう。また、監査法人又は公認会計士による任意監査又は当該監査法人若し

くは公認会計士との間で合意された手続を実施したものに限る。以下、本号

において同様とする。）における営業利益に、連結キャッシュ・フロー計算書

に記載された減価償却費及びのれん償却額並びに株式報酬費用を加算した額

を参照するものとする。なお、適用される会計基準の変更等により参照すべ

きEBITDA及び株式報酬費用の合計額の計算に用いる各指標の概念に重要な変

更があった場合には、当社は合理的な範囲内において、別途参照すべき適正

な指標及び数値を取締役会にて定めるものとする。

② 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時において、当社、当社子会社又は

当社関連会社の取締役、執行役、執行役員、従業員の地位にあることを要す

るものとする。ただし、任期満了による退任、定年退職、死亡、転籍、その

他当社取締役会又は取締役会が委任した社内機関が正当な理由があると認め
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た場合はこの限りではない。

③ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授

権株式数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うこと

はできない。

④ 本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

(7) 払込金額の調整

① 割当日後、当社が当社普通株式につき、次の(ⅰ)又は(ⅱ)を行う場合、払込

金額をそれぞれ次に定める算式（以下、「払込金額調整式」）により調整し、

調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。

(ⅰ) 当社が株式分割又は株式併合を行う場合

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

(ⅱ) 当社が当社普通株式につき、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式

の処分を行う場合（会社法第194条の規定（単元未満株主による単元未満株式

売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、当社普通株式に転換される証券若し

くは転換できる証券の転換、又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約

権（新株予約権付社債に付されたものを含む）の行使による場合を除く）

調 整 後

払込金額
＝

調 整 前

払込金額
×

既発行株式数 ＋

新規発行

株式数
×

１株あたり

払込金額

新規発行前の１株あたりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

ⅰ 払込金額調整式に使用する「時価」は、本項②に定める「調整後払込金額を

適用する日」（以下、「適用日」）に先立つ45取引日目に始まる30取引日におけ

る東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（気配表示を含む。

以下同じ）の平均値（終値のない日を除く）とする。なお、「平均値」は、円

位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

ⅱ 払込金額調整式に使用する「既発行株式数」とは、基準日がある場合はその

日、その他の場合は適用日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式総

数から当社が保有する当社普通株式にかかる自己株式数を控除した数とする。

ⅲ 自己株式の処分を行う場合には、払込金額調整式に使用する「新規発行株式

数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。
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② 調整後払込金額を適用する日は、次に定めるところによる。

　本項①(ⅰ)に従い調整を行う場合の調整後払込金額は、株式分割の場合は、

当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときは、その効力発生日）以

降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余

金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主総会において承

認されることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の

日以前の日を株式分割のための基準日とする場合は、調整後払込金額は、当該

株主総会の終結の日の翌日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。

　なお、上記ただし書に定める場合において、株式分割のための基準日の翌日

から当該株主総会の終結の日までに新株予約権を行使した（かかる新株予約権

を行使することにより交付を受けることができる株式の数を、以下、「分割前行

使株式数」）新株予約権者に対しては、交付する当社普通株式の数を次の算式に

より調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

新規発行株式数 ＝
（調整前払込金額 － 調整後払込金額）× 分割前行使株式数

調整後払込金額

　本項①(ⅱ)に従い調整を行う場合の調整後払込金額は、当該発行又は処分の

払込期日（払込期間が設けられたときは、当該払込期間の最終日）の翌日以降

（基準日がある場合は当該基準日の翌日以降）、これを適用する。

　本項①(ⅰ)及び(ⅱ)に定める場合のほか、割当日後、他の種類株式の普通株

主への無償割当て、他の会社の株式の普通株主へ配当を行う場合等、払込金額

の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、かかる割当て又は配当

等の条件等を勘案の上、当社は、合理的な範囲で払込金額を調整することがで

きる。

　払込金額の調整を行うときは、当社は適用日の前日までに、必要な事項を新

株予約権者に通知又は公告する。ただし、当該適用日の前日までに通知又は公

告を行うことができない場合には、以後速やかに通知又は公告する。

(8) 組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分

割、株式交換又は株式移転（以上を総称して以下、「組織再編行為」）を行う場合

には、組織再編行為の効力発生日において、本新株予約権の新株予約権者に対

し、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対

象会社」）の新株予約権を以下の条件に基づき交付するものとする。但し、以下

の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設

合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画におい
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て定めた場合に限るものとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

本新株予約権の新株予約権者が保有する本新株予約権の数と同一の数を交付

する。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、第３項に準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付する再編対象会社の各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

は、第５項に従って定められる調整後払込金額を基準に組織再編行為の条件

等を勘案のうえ合理的に決定される価額に本項③に従って定められる当該新

株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間

第９項に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれ

か遅い日から第９項に定める行使期間の末日までとする。

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資

本準備金に関する事項

第12項に準じて決定する。

⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承

認を要するものとする。

⑧ その他交付する再編対象会社の新株予約権の行使の条件

第６項に準じて決定する。

⑨ 交付する再編対象会社の新株予約権の取得事由及び条件

第11項に準じて決定する。

(9) 本新株予約権を行使することができる期間

　本新株予約権を行使することができる期間（以下、「行使期間」）は、2024年１

月１日から2025年12月31日までとする。

(10) 新株予約権を行使した際に生ずる１株に満たない端数の取決め

　新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数

がある場合には、これを切り捨てる。

(11) 本新株予約権の取得

① 以下の(ⅰ)、(ⅱ)、(ⅲ)、(ⅳ)、(ⅴ)、(ⅵ)又は(ⅶ)の議案につき当社株主
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総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議が

なされた場合）は、権利者は未行使の割当新株予約権を法令上可能な範囲で

放棄したものとみなし、当社取締役会が別途定める日に、当社は本新株予約

権１個あたり払込金額と同額で新株予約権を取得することができる。

(ⅰ) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

(ⅱ) 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

(ⅲ) 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案

(ⅳ) 当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について

当社の承認を要することについての定めを設ける定款の変更承認の議案

(ⅴ) 本新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株

式の取得について当社の承認を要すること又は、当該種類の株式について当

社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定めを設け

る定款の変更承認の議案

(ⅵ) 普通株式の併合（株式の数に１株に満たない端数が生ずる場合に限る）

(ⅶ) 当社の株主による株式売渡請求（会社法第179条第２項に定める場合に限る。

但し、同条第３項に定める新株予約権売渡請求を伴うものを除く）

② 本新株予約権の全て又は一部が行使条件に該当しなくなった場合、又は新株

予約権者が、本新株予約権の全て又は一部を放棄した場合、当社は当該新株

予約権を無償で取得することができる。

(12)本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備金

① 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額

は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分

の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数を生ずる場合は、この端

数を切り上げる。

② 本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金

の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本

金の額を減じた額とする。

(13) 譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を

要する。

(14) 新株予約権証券の不発行

　当社は、本新株予約権に関して、新株予約権証券を発行しない。

以上
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